
 

 

 

■実施状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜令和８年６月時点＞ 

 

■主な事業概要　※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください） 

 

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定

 交付限度額 4億 9561 万円　　　 
 うち令和７年度　交付決定額 4 億 3094 万円（87%）
 うち令和８年度　交付決定額 6467 万円（13%）
 残額 0円（0%）

 生活者支援

 ◆物価高騰対応商品券事業　事業費：３億７，９８６万円　　※食料品特別加算を活用 

　生活者への食料品を含む支援を目的として、登録事業者にて使用できる商品券（１人あたり１万円分）を市民全員に配布し、市民の生活に必要な消費を

下支えする。 

 

◆住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業　事業費：１億３，７９５万円　　 

　物価高騰による負担を軽減するため、住民税非課税世帯等の低所得者世帯を対象として、対象世帯あたり４万円（県補助分３万＋市上乗せ分１万円）の

給付金による支援を行う。 

 

◆マタニティ応援プロジェクト事業　　事業費：３，２４５万円　　※食料品特別加算を活用 

　物価高騰の影響を受けている妊産婦に対し、特別な精米で栄養価の高い金芽米を無償提供することで、妊産婦の健康を食事の面からサポートし、妊産婦

の健康の保持・増進、乳児のすこやかな成長を支援する。

 事業者支援

 ◆中小企業者等デジタル化支援事業　事業費：３，０００万円 

　物価高騰の影響を受けている中小企業者等のデジタル化による業務効率化、省力化の取り組みを支援するため補助（補助上限：１００万円、補助率：設

備等導入費用の１/２）を行う。 

 

◆介護事業所物価高騰対策支援事業　事業費：２，４６０万円 

　物価高騰の影響を受けている市内介護事業所に対して、負担軽減措置として臨時的に支援金を交付する。（介護老人保健施設・介護医療院・介護老人福

祉施設：９６万円/施設、認知症対応型共同生活介護事業所・特定施設入居者生活介護事業所：６０万円/施設、小規模多機能型居宅介護事業所：４０万円

/施設　等）
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